
二国間クレジット制度（JCM）を活用した
東南アジア地域工場への

空調制御システム導入によるＣＯ２削減

2017年3月10日
パナソニック株式会社

生産技術本部 環境生産革新センター
山下 英毅

ＪＥＩＴＡ（一般社団法人電子情報技術産業協会）
～「電機・電子業界低炭素社会実行計画」進捗報告会～
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環境生産革新センターの活動紹介



3／16組織体制について

R&D統括

南尾 匡紀

地球環境に貢献する
ＢＢ生産技術の開発



4／16モノづくりにおける担当機能と技術プラットフォーム
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ソフト生産技術

ＣＭＯ連携

ＴＤＳ・産官学連携

職能連携 カンパニー連携

カンパニー・事業部の
経営に貢献
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創エネ

再資源
活用

３つの環境生産革新ソリューションで社会課題の解決と事業の両立を目指す

省エネソリューション

「環境生産革新センター」 のソリューション

リサイクルソリューション

植物工場ソリューション

蓄エネ 省エネ

廃棄物
ゼロ化

工場内
リサイクル

マイクロミスト空調

省エネ炉可搬型診断ﾂｰﾙ ＳＥ-Ｎａｖｉ／省ｴﾈﾅﾋﾞ

電力計

＋

生産数量
確認ツール

安価な
ＰＣカメラ ノートＰＣ

冷熱システム

省エネソリューション

ランナーリサイクル 色彩選別装置樹脂選別装置

成形端材
（ランナー）

過熱水蒸気処理装置

電気パルス破砕技術

リサイクルソリューション

ＩＣＴ栽培システム 栽培ﾚｼﾋ開発ｼｽﾃﾑ 大規模向け栽培ｼｽﾃﾑ コンテナ栽培システム

植物工場ソリューション
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JCMを活用した工場のCO2削減



7／16二国間クレジット制度（JCM※1）の概要

※1 Joint Crediting Mechanism

■優れたCO2削減技術を途上国で普及させる制度。
■日本政府は、CO2削減量を日本のCO2削減目標達成に活用。

以降、途上国の持続可能な発展に貢献。

日本政府の経済的な支援
①事業の実現可能性調査を委託
②事業の投資を最大半額補助

日本政府とJCMに
関する署名をした国

MRV：CO2削減量の測定（Measurement）、報告（Reporting)、検証（Verification)

新メカニズム情報プラットフォームWebより抜粋



8／16ＪＣＭに署名した国

出所：環境省HP

合計 １７ヶ国
（‘17/3/1時点）



9／16’15年度～大阪市とホーチミン市の都市間連携事業

ＪＣＭ制度を活用したグローバル活動でエンジニアリング＋商材ビジネスへ繋ぐ

大阪市とベトナムホーチミン市の都市間連携事業

日本電産様（ベトナム拠点）で省エネ診断を実施

ベトナム日刊紙１面に掲載

’16年度JCM補助事業化 1.６億
(日本電産6拠点同時受託)

ホーチミン市 大阪市連携 国際会議
JCMプロジェクト取組みを報告

大阪市

ホーチミン市

覚書締結
2013年10月

日本 ベトナム協力

大阪市 ホーチミン市協力

ＪＣＭ制度を
活用した技術支援
参画企業:Panasonic
日立造船，清水建設など

ＪＣＭ:二国間クレジット制度（Joint Crediting Mechanism）

連携



10／16共通導入技術

省エネ診断を実施した結果、普及展開容易性、JCM案件化容易性、費用対効果等から、
以下、「空調制御機器」の導入に絞ってJCM案件化を進めることとした。

① 空調室外機へのBe-One設置

・空調の圧縮機の稼働状況を、
電流を計測しながら常時監視

・圧縮機を傷めないように最適なタイミングで
30分に1回、4～5分間程度制御

・過冷却を防止し、送風にて省エネを図る。

・新開発 「温度連携空調制御」でセンサーによる
現場での快適性と省エネ性の両立性を向上

・電力計を内蔵し、新ソフトウェア導入により、
ネットワーク自動データ収集による運用管理や
現状把握が簡易的実施可能 Panasonic

KW-9M

TOYO製
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日本電産G (ベトナム6社)

パナソニック
(環境生産革新C)

国際コンソーシアム

環境省

事務費
（約5%）

補助金

コンソーシアム形成支援ほか機器メーカー(日本)

工事補助
PDD推進

【補助対象】
・設計費
・対象設備費
・輸送費
・工事費
（原価での提供）
※補助金は代表者の口座
へ振込まれる。
その後、ユーザー様へ送金

・東洋実業（Be-One)

・KSMC（KW9M電力計）

通常購入

設備事業化 国際コンソーシアム体制 （ベトナム）

MAX50%

裕幸計装
(ベトナム)

裕幸計装(日本)

通常納品
（輸出）

補助金

■ ‘15年度ＦＳ調査結果を受けて、’15年度2次募集で採択済

法定年数（7年）
GHG削減量報告
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※タイ複数社
（パナソニックG、日本電産G）

パナソニック
(環境生産革新C)

国際コンソーシアム

環境省

事務経費
（約5%）

補助金

コンソーシアム形成支援ほか
機器メーカー(日本)

機器輸出入

・東洋実業（ECOPOWER FIT）

・オムロンなど（電力計）

購入

MAX50%

ユアサ商事(日本)

納品

■ ベトナム案件の横展開（タイ国初案件）で、’16年度2次募集で採択済

購入

補助金

【補助対象】
・設計費
・対象設備費
・輸送費
・工事費
※補助金は代表者の口座
へ振込まれる。
その後、ユーザー様へ送金

YUASA ENGINEERING SOLUTION(THAILAND)CO.,LTD.

設備事業化 国際コンソーシアム体制 （タイ）

法定年数（7年）
GHG削減量報告
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削減電力量 CO2削減量 削減金額 対象台数 投資費用 投資回収 CO2削減効率

(MWh/年） （t/年） （万円/年） （台） （万円） （年） （万円/t）

① 2,701 1,513 2,592 109 2,889 1.1 0.14

② 1,746 978 1,676 90 2,385 1.4 0.17

③ 712 399 683 68 1,802 2.6 0.32

④ 1426 799 1,369 106 2,809 2.1 0.25

⑤ 327 183 314 36 954 3.0 0.37

⑥ 1251 701 1,201 77 2,041 1.7 0.21

8,163 4,574 7,836 486 12,879 1.6 0.20

拠点(Nidec） テーマ

空調制御機器
「Be-One」
の導入

合計

’16年度 設備補助事業規模（ベトナム）

【基本データ】【拠点毎の空調機Be-One導入効果表】 電気代(円/kWh) 9

CO2(kg-CO2/kWh) 0.5603

最大の５０％補助を獲得
（CO2削減量、CO2削減効率が非常に良好の為）

法定耐用年数7年で試算

日本電産ベトナム各社において、設備補助事業へ応募
・投資規模 1.3億円規模（約500台）
・投資対効果 平均1.6年（補助含まず）



14／16導入後効果検証速報

11/19 Data

Power 
Consumption

251.6 kW

Reduce 
Consumption

58.2 kW

Reduction Rate 23.1 %

11/22 Data

Power 
Consumption

247.9 kW

Reduce 
Consumption

28.7 kW

Reduction Rate 11.6 %

① フル制御の24ｈ稼働で実証

② 30min毎の完結運転で実証



15／16ベトナム第２案件・アジア他国展開へ （ＮＮＡ社広報11/2）

ベトナムでの第２案件
（初期投資の最大４０％
の補助を受けられる）

同様技術の未展開国
初期投資の最大５０％
の補助可能



（補足） JCM設備補助事業化 採択案件一覧

2017.1.12現在 地球環境センターHPより引用



補足資料

2017.1.13現在 地球環境センター資料より

（補足） JCM設備補助事業における類似技術

空調制御
システム



16／16ＪＣＭ案件 関係各社

FS調査共同実施日本テピア

FS、PS申請
＆調査実施

コンソーシアム
形成、事業化

横展開
バンドル化

方法論、
PDD作成

Panasonic Asia

MUMSS

日本総研

採択済み
（補助率50%）

裕幸計装

Panasonic コンサル他社 事業化他社

品質環
境本部

②今後の活動展開案（タイ・インドネシア他）

①ベトナムJCM案件（推進中）

②［社内展開・環境商材事業化視点］
・JCM活動の事業化展開を

自社アジア各拠点でも実施
・自社商材も展開検討

①［行政視点］
・全社JCM活動により，

日本のCO2削減に貢献

①［JCM事業化出口構築視点］
・FS調査から参画し事業化へ導出
・空調制御システム(他社製）と

計測機（パナ製）を商材に選定
・共同事業者としてNidec6社を選定

生産技術本部 環境C
（省エネ診断、

コンソーシアム形成支援）

生産技術本部 環境Cアジア
各国地域

総括

事業名
「空調制御システムを用いた工場の省エネ」

ユアサ商事

タイ採択済み
（補助率50%）

JCM Step



ご清聴ありがとうございました



補足資料



空調室外機へのBe-One設置1

◆要点

・空調の圧縮機の稼働状況を、
電流を計測しながら常時監視

・圧縮機を傷めないように最適なタイミングで
30分に1回、4～5分間程度制御

・過冷却を防止し、送風にて省エネを図る。

◆効果見込み

・24h稼働の場合、約22%の省エネ実現
・投資対効果は、5kWで約4年、10kWで約2年

（稼働日数300日）
東洋実業資料より抜粋



空調室外機へのBe-One設置2

複数台の制御プログラムを実施し、室内の環境品質を担保

東洋実業資料より抜粋



16／16新機能①（JCM向け）

新開発 「温度連携空調制御」について



16／16新機能②（JCM向け）

新ソフトウェアイメージ

データの運用管理や現状把握が簡易的実施可能



16／16新機能②（JCM向け）

新ソフトウェアイメージ

現状の温度湿度センターの状況をリアルタイム値で表示
同時に稼働状況も把握可能。



26／16省エネエンジニアリング活動 ベンチマーク

パナソニック
環境生産革新

センター

他社メーカー
（電力・ガス
会社など）

環境
コンサル会社 一般財団法人

対象 工場 工場・オフィス系 工場 工場・オフィス系

目的 自社工場の
PL貢献

自社SOL販売 コンサル収入
省庁補助金

非営利目的
（国費）

提案項目 生産設備系
原動設備系

原動設備系 原動設備系 原動設備系

得意領域 イタコナ分析・
熱流体解析提案

インフラ設備
提案

補助金申請
提案

中小規模会社
一般提案

現場実行性 ○ ○ △ △

メンバー保有
スキル

省エネ診断
SIM・生産技術

省エネ診断 方法論構築 省エネ診断

JCM活動
優位性

◎
独自顧客開拓可能
省エネ診断後の分析
により、幅広い商材

提案が可能
⇒事業化可能性高

○
自社商材の提案

が前提

△
顧客開拓力、

SOL提案力不足、
JCM方法論精通

△
事業性観点なし
ミッション相違
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年度 2014 2015 2016 17～20

3Q １Q ２Q ３Q ４Q

ベトナム
（お客様）

パナソニック
・

日本テピア

(政府支援)

対象工場絞込み

省エネ効果見込
弊社省エネ技術
適用可能性 等

事業化へ向けたスケジュール

■１５年度 ＦＳ調査結果を受けて、前倒しで設備補助事業化検討へ

工場概要情報、
エネルギー関連情
報の提供

簡易省エネ診断
受け入れ

政府提案書に
必要な情報提供
（関心表明署）

注：今後の政府動向や検討状況等により変更の可能性あり

対策実施
効果測定

効果測定
第三者審査

簡易省エネ診断
（無料）

メリット 省エネ診断
（無料）

省エネ初期
投資補助

(最大半額)

簡易省エネ診断
(省エネ効果概算)

「JCM大規模案件形成調査」で、
実現可能性調査を支援

「 JCM設備補助」で
初期投資を補助

政府提案書作成
(JCM大規模案件

形成調査）

応
募

採
択

省エネ診断、省エネ対策抽出
省エネ実施スキームの検討
CO2削減効果の算定方法構築

政府提案書作成
(JCM設備補助）

中間報告書 最終報告書

対策実施
効果測定

効果測定
第三者審査

コンサル選定

CO2削減効果の報告等

コスト削減
CO2削減

事前準備 実現可能性調査

実施 効果検証

2/24-281/13-18 6/8-13 7/13-18

簡易省エネ診断
受入れ（第2回）

簡易省エネ診断
受入れ（第1回）

国際コンソーシアム検討
（代表事業者ほか）

◆主な実績・・・省エネ診断実施（2015年6/8-13、7/13-18；Nidec3社）
投資案件提案実施、国際コンサーシアム形成支援実施（Nidec6社）
裕幸計装様を代表事業者として2次募集へ応募し採択決定(補助率50%)

方法論作成、PDD作成準備

事業計画立案準備
（社内稟議）

２
次
募
集
応
募

採択
内定

1/12市長級シンポ
ジウム報告

コンソーシアム
協定書サイン

3/3



１６年度詳細スケジュール

プロジェクト工程表 2016.5.10
12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 備考

1.公募申請

2.ｺﾝｿｰｼｱﾑ協定

3.機器購入契約

4.機器

5.工事1期（設置・調整)
（SERVO殿,TOSOK殿,VIETNAM殿)

6.工事1期NIDEC殿へ請求
（SERVO殿,TOSOK殿,VIETNAM殿)

7.工事2期（設置・調整)
（COPAL殿,SANKYO殿)

8.工事2期NIDEC殿へ請求
（COPAL殿,SANKYO殿,SEIMITSU殿)

9.追加工事対応

10.検査

11.補助金申請

9.方法論作成

10.ＰＤＤ作成

11.プロジェクト登録（未定)

12.モニタリング
（毎年7年間）

13.クレジット発行申請（未定）

締切

申請

内示1/12 交付決定2/26

コンソーシアム協定書サイン

機器契約

機器発注

(486台） 機器輸出

現場納入

設置開始

設置・試運転完了

補助金申請

入金 NIDEC殿へ送金

製作期間

書類作成

契約内容確認修正

機器工事領収書必要

仮工程

仮工程

書類作成修正

仮工程

GEC中間検査

内容

・環境景況評価（法規などを確認）

・地域利害関係者との協議(関係者（NIDEC各社殿、ホーチミン市、経産省、通産省、環境省へのヒアリング）
・モニタリング計画書作成・妥当性確認(第三者機関による確認：現場対応)
・連絡方法宣誓書（ＭＯＣ）作成（クレジットに係わる連絡窓口確定）

・パブリック・インプット

・プロジェクト登録申請書の作成

内容

・モニタリング実施（ﾃﾞｰﾀの取り出し）

・モニタリング報告書の作成

・排出削減量の検証（第三者機関による検証：現場対応）※2017年、2021年、2034年の3回

現場納入製作期間

機器輸出

請求

支払・領収書発行

GEC完成検査

契約内示

1か月

設置開始

設置開始

設置・試運転完了

請求

支払・領収書発

1か月

設置開始

設置・試運転完

支払・領収書発

■工期（２回）は７月、９月で実施中。年度内に補助金入金を目論む


